
グループITガバナンスの高度化支援
デジタル社会に求められるITガバナンスの構築に向けて

有限責任監査法人トーマツ



DXが加速する社会において、
グループの成長を支えるITガバナンス

デジタル社会に適合したグループITガバナンスで、
リスクを見極めながら企業価値と利益の最大化を目指す
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参考：
金融庁「金融機関のITガバナンスに関する対話のための論点・プラクティスの整理第2版」2023年6月
ISACA 「COBIT® 2019 フレームワーク序論および方法論 」

グループITガバナンス態勢に必要な着眼点、構成要素

グループ価値の向上・企業の持続的な成長のためには、デジタル活用における
リスクを見極めながら、経営層のリーダーシップにより部門横断で施策を推進し
ていくことが重要です。

そのためには、経営戦略と連携したIT及びDXの戦略、それを実現するための
組織、ITリソースの最適化、攻めと守りのバランスの取れたIT投資管理、ITリス
クの適切な管理といった複数の観点を、全社的な視点で最適化してくことが
求められます。

また、ポリシーやプロセス、リソース、組織構造、文化・風土といった各構成要
素をバランスをとって改善・整合・成熟させていくことが、ガバナンスの有効性を
高めます。

デジタル社会に求められるITガバナンス

生成AI、マルチクラウド、IoT/エッジ、ブロックチェーン、ロボティクス ー DX時代のビジネスでは機会とリスクが同時並行で拡張します。業種業態、規模を
問わず、多くの企業がDXに取組む一方で、次のようなガバナンス上の課題・リスクも数多くみられます。
 DXがIT部門主導の技術革新にとどまり、商品・サービスや業務プロセスの変革も含めた全社施策となっていない
 IT投資における審議基準や評価が偏り、アジリティを過度に優先した結果、想定外の障害や追加投資が発生した
 子会社や現地法人に対し、グループポリシーを適用する必要性・効果を合意するプロセスや、期待値の見える化（成果指標の設定）が不足

しているため、ガバナンスの狙いが伝わらず、自律的な遵守が実現していない
デジタル化が急速に進展する現代は、グループの事業の在り方や目指す姿とDXによる躍進（より大きな発展）を見据え、ガバナンス枠組みを現行の
延長線上ではなく、事業・DXの戦略上のゴール像からバックキャストで考えるべき時代と言えます。
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グループITガバナンスの高度化に向けたサービス

グループITガバナンスの高度化に向けては、本社のみならず、各グループ企業が抱えるITリスクや課題感を踏まえた施策を検討のうえ、自社の実状に応
じたガバナンス態勢の構築、および継続的な改善活動が重要となり、経営層のリーダーシップのもと、関係者を巻き込んで着実にステップを踏む必要が
あります。

デロイト トーマツは貴社および貴グループ各社に伴走し、企業価値創出のためのITガバナンスの高度化とその定着を支援します。
 分析 ：グループITガバナンスの狙い・課題認識および他社動向等を踏まえた第三者分析、改善ロードマップ策定支援
 高度化 ：DX戦略と整合したポリシー体系、ガバナンス方針やプロセス、ツール整備等、ガバナンス態勢の高度化支援
 定着 ：KPI・KRIの設定やレポーティングプロセス、ツールの整備支援、グループを対象としたアセスメント等

デロイト トーマツの強み・実績

デロイト トーマツは、ITガバナンスに精通した高い専門性を発揮する集団であり、それら専門性を基にクライアントに価値を提供した実績が豊富です。
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